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北海道 HIV透析ネットワークの構築とその有効性の検討
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背景：生命予後の改善による HIV感染者の高齢化に伴い，慢性腎臓病（CKD）が問題となって
きている。今後，維持透析を必要とする HIV感染者の増加が予想されるが，透析施設の確保は必
ずしも容易ではなく，遠方への通院を余儀なくされる患者もみられる。HIV感染者が居住地域で
速やかに維持透析施設を確保できる体制が必要と考え，われわれは 2013年 4月に北海道透析療法
学会と連携し，HIV感染者の受け入れが可能な透析施設をあらかじめ登録する「北海道 HIV透析
ネットワーク」を設置した。
目的：「北海道 HIV透析ネットワーク」の構築/拡大に向けた取り組みの効果および本ネットワー

クの有効性を評価する。
対象と方法：北海道透析療法学会に所属している北海道内の 161の透析施設に対して文書によ

りネットワークへの登録要請をした。さらに，透析学会でのセミナー，透析施設への出張研修，行
政からの通知等によりネットワーク拡大を図った。登録施設数の推移からそれらの取り組みの効果
を評価した。さらに，HIV診療施設へのアンケート調査を行い，2000年以降北海道において維持
透析が必要となった HIV感染者において，透析施設確保までに要した期間，自宅から透析施設ま
での通院時間等につき，透析ネットワーク構築前後で比較した。
結果：2017年 12月末までに 42の透析施設の登録が得られているが，登録施設の増加に最も影

響を及ぼしていたのは，行政からの通知であった。維持透析を必要とした HIV感染者はネットワー
ク構築前後でそれぞれ 4名ずつであったが，透析施設決定までに要した期間や自宅から透析施設ま
での通院時間は，いずれもネットワーク構築後に短縮していた。
考察：透析ネットワークの構築/拡大には，関連学会や行政との連携がきわめて有効であると考

えられた。また，HIV感染症の基礎知識の周知，針刺し時の予防薬の配置，問題発生時の相談先
を伝えることなども，透析施設での HIV感染者の受け入れ促進に重要であると考えられた。
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緒　　　言

　近年，抗 HIV薬の進歩により HIV感染者の生命予後は
劇的に改善している1）。その一方で，HIV感染者の高齢化
に伴うさまざまな合併症が問題となってきており，慢性腎
臓病（CKD）もその 1つである2）。今後，維持透析を必要
とする HIV感染者の増加が予想されるが，透析施設の確
保は必ずしも容易ではなく，遠方への通院を余儀なくされ
る患者もみられている。HIV感染者が居住地域で速やかに
維持透析施設を確保できる体制が必要と考えられたため，
われわれは 2013年 4月に「北海道 HIV透析ネットワーク」
を設置した。これは，HIV感染者であっても透析を受け
入れてくれる施設をあらかじめ登録し，透析が必要な HIV
感染者が生じた場合に，その地域のネットワーク登録施設

に受け入れを依頼できる体制である。北海道HIV透析ネッ
トワークの概念を図 1に示す。透析ネットワーク登録施設
のリストはエイズ診療ブロック拠点病院である当院（北海
道大学病院）が管理し，HIV診療施設で透析が必要な患
者が生じた際には，まず当院に連絡が入る。ネットワーク
登録施設の中から，患者の居住地の最寄りの透析施設を
HIV診療施設に紹介し，直接受け入れの相談をしてもら
う。また，ほとんどの透析施設は HIV感染者の透析経験
がないため，HIVに関する問い合わせや針刺し時の対応な
どの問い合わせは当院が窓口となり，さらに希望する施設
に出向く出張研修も行い対応する。このように，「北海道
HIV透析ネットワーク」は，HIV診療施設・ブロック拠点
病院・透析施設の連携に基づいた診療ネットワークである。
今回われわれは，「北海道 HIV透析ネットワーク」の構築/
拡大に向けた取り組みの効果および本ネットワークの有効
性を評価することを目的として以下の検討を行った。
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対象と方法

1．　北海道 HIV透析ネットワークの構築/拡大に向けた取
り組みの効果

　方法：北海道 HIV透析ネットワークの構築/拡大の方法
として，透析施設に対する文書での登録依頼の他，透析学
会学術大会でのセミナー開催やフライヤーの配布，透析施
設への出張研修を行った。さらに行政に依頼し，透析ネッ
トワーク登録要請の文書を北海道内の透析施設に配布し
た。登録施設数の推移からこれらの取り組みの効果を評価
した。
2．　北海道 HIV透析ネットワークの有効性
　方法：北海道内の HIV診療施設へのアンケート調査を
行い，2000年以降，維持透析が必要となった HIV感染者
の有無を確認した。透析患者ありと回答した施設に対して
二次調査を行い，透析開始年，透析開始時年齢，透析理

由，HIV感染経路，HBV・HCV共感染の有無，透析施設
確保までに要した期間，自宅から透析施設までの距離，透
析施設への通院に要する時間等についての情報を収集し
た。また，これらの項目につき，透析ネットワーク構築前
後で比較した。また，本検討は当院の倫理委員会の承認を
得て施行した。患者の同意取得に関しては，研究内容の情
報公開文書の開示によるオプトアウト方式とした。

結　　　果

1．　北海道 HIV透析ネットワークの構築/拡大に向けた取
り組みの効果

　北海道 HIV透析ネットワークの構築にあたり，まず北
海道透析療法学会の理事と面会し，HIV感染者の透析施
設の確保に苦慮しているという現状と，透析ネットワーク
についての構想を伝えた。その後，同学会の理事会での承
認が得られ，2013年 4月に北海道 HIV透析ネットワーク
が設置された。さらに，北海道透析療法学会の会長名で学
会所属の 161の透析施設に対して透析ネットワークへの協
力要請の文書が送付された。また，会長からの文書が送付
された後，当院より速やかにそれらの施設に対して北海道
HIV透析ネットワークへの登録の案内を送付した。北海
道 HIV透析ネットワークの登録施設数の推移を図 2に示
す。初回の登録案内の送付後，2カ月間で 16施設の登録
が得られた。その後，2013年 6月および 2014年 11月の
透析療法学会でのセミナーや学会会場でのフライヤーの配
布によりネットワーク登録の呼びかけを行ったが，登録施
設は 2年間で 5件増えたのみであった。次に，行政に依頼図 1　北海道 HIV透析ネットワーク

図 2　北海道 HIV透析ネットワーク登録施設数の推移
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して，透析ネットワークへの登録要請の文書を全道 235の
透析施設に配布した。これまで，2015年 9月と 2017年 10
月の 2回にわたり行政からの通知を行ったが，2015年の
通知の後には，3カ月で 12件，2017年の通知の後には，3
カ月で 6件の登録があった。また，全期間を通じて，出張
研修先からの登録が 15件あった。平成 29年 12月末まで
に，本ネットワークには全道で 42施設の登録が得られて
いるが（図 3），登録施設の増加に最も影響を及ぼしてい
たのは行政からの通知であった。
2．　北海道 HIV透析ネットワークの有効性
　HIV診療施設へのアンケート調査から本ネットワーク
の有効性を検討した。アンケートの結果，2000年以降北
海道内で維持透析を必要とした HIV感染者は，透析ネッ
トワーク構築前後でそれぞれ 4例ずつであった。それぞれ
の患者背景を表 1に，透析ネットワークの有効性の評価と
して確認した内容を表 2に示す。維持透析施設確保までに
要した期間は，ネットワーク構築前は，エイズ拠点病院で
そのまま透析となった 1例以外は，2カ月，12カ月と長
く，透析施設が確保できず，体調が悪くなったときのみ拠

点病院で緊急透析を行っていた症例もあった。また，自宅
から透析施設までの距離も 3 kmから 30 kmとなっており，
車で 1時間かけて透析施設に通っていた症例もあった。一
方，透析ネットワーク構築後は，1例（症例 5）は，透析
施設自体がない地域に居住していたため，自宅での腹膜透
析となったが，他の 3例はいずれも相談を行った即日維持
透析受け入れの承諾が得られた。また，自宅から透析施設

図 3　北海道 HIV透析ネットワーク登録施設

表 1　患者背景

症例 透析開始年
（年）

透析開始時
年齢 性別 透析理由 HIV

感染経路 HBV HCV

ネットワーク
　構築前

1 2001 40代 M 腎硬化症 血液製剤 無 有
2 2007 40代 M 糖尿病性腎症 性感染 無 無
3 2010 60代 M 糖尿病性腎症 性感染 無 無
4 2011 60代 M HCV関連腎症 血液製剤 無 有

ネットワーク
　構築後

5 2015 60代 M 慢性腎盂腎炎 血液製剤 無 有
6 2016 30代 M 糖尿病性腎症 性感染 無 無
7 2017 30代 M IgA腎症 性感染 無 無
8 2017 70代 M 腎細胞癌 性感染 無 無

表 2　北海道 HIV透析ネットワークの有効性

症例 透析施設確保までに
要した期間 透析施設 自宅から

透析施設までの距離
通院に要する
時間（片道）

ネットワーク
　構築前

1 0日 拠点病院  7 km 車で 20分
2 12カ月 非拠点病院 30 km 車で 1時間
3 確保できず 拠点病院  5 km 車で 15分
4 2カ月 拠点病院  3 km 車で 15分

ネットワーク
　構築後

5 0日 拠点病院  0 km
（自宅で腹膜透析）

0分（自宅）

6 0日 非拠点病院  3 km 車で 15分
7 0日 非拠点病院  1 km 徒歩で 10分
8 0日 非拠点病院  3 km バスで 30分

201 （ 29 ）

The Journal of AIDS Research　Vol. 20　No. 3　2018



までの距離は最長で 3 kmであり，通院に要する時間も 30
分以内となっていた。さらに，表には記載していないが，
旅行者の一時透析の受け入れ相談例が 1件あり，その症例
に対しても即日透析受け入れの承諾が得られた。

考　　　察

　抗 HIV薬の進歩により HIV感染者の生命予後は著しく
改善し，中高年の HIV感染者が増加している。それに伴
い，HIV感染者における慢性合併症の管理が重要視され
てきているが，なかでも CKDは重要な合併症として注目
されている2）。HIV感染者においては，加齢に加え HIV自
体，HIV感染症に伴う免疫異常，脂質異常症・動脈硬化・
糖尿病などの合併症，抗 HIV薬などが腎機能低下の原因
になると考えられている3, 4）。
　欧米における HIV感染者の CKDの有病率は，全ステー
ジで 15.5～23.7%，ステージ 3以上で 3.5～9.7%と報告さ
れている5～7）。本邦では，柳澤らが都立駒込病院と東京医
科大学病院での CKDの有病率を報告しており，全ステー
ジおよびステージ 3以上の有病率は，都立駒込病院ではそ
れぞれ 17.9%，9.2%，東京医科大学病院では 6.6%，3.7%で
あった8）。当院でも 2014年に通院中の HIV感染者の CKD
の有病率を検討したところ，全ステージで 18.8%，ステー
ジ 3以上で 8.2%であった9）。年齢などの患者背景の違いに
より，CKDの有病率には施設間差がみられるが，今後さら
に HIV感染者の高齢化が進むことにより，透析を必要とす
る末期腎不全患者の増加が予想される。実際，本邦の HIV
拠点病院を対象に施行したアンケート調査10） において，
2014年度は，92人（0.45%），2015年度は 103人（0.49%）
の HIV感染者が慢性維持透析を受けており，2012年度に
秋葉ら11） が報告した人数（44人）と比べて 2倍以上に増
加していた。
　透析を必要とする HIV感染者が増加する一方で，本邦
の透析施設における HIV感染者の受け入れはけっして進
んでいるとはいえない。2002年の米国での調査では，HIV
感染透析患者を受け入れている透析施設は，2002年です
でに全体の 39%にのぼると報告されているが12），2011年
に日本全国の透析施設 3,802施設を対象に行われたアン
ケート調査において，HIV感染者の透析受け入れ経験の
ある施設は回答が得られた 1,552施設中 94施設（6.2%）
であり，受け入れ経験のない施設で「紹介があれば受け入
れる方針である」と回答したのは 227施設（15.7%）で
あった13）。「今後受け入れを検討する」という前向きな回
答も 30.7%から得られたが，逆に半数以上（53.6%）の施
設は「受け入れることは難しい」と回答していた。多くの
維持透析は週 3回の通院を必要とするため，HIV感染者
の居住地の近隣で維持透析施設を確保することが望ましい

ことから，HIV感染者の受け入れ可能な透析施設の拡大
に向けた取り組みが必要と考えられる。
　透析施設が HIV感染者の透析を躊躇する理由を考察す
ると，① 疾患に対しての漠然とした不安，② 感染対策につ
いての知識の欠如，③ 曝露時予防薬が配置されていない，
④HIVに関して問題が生じた際の対応に対する不安など
が考えられる。今回，北海道 HIV透析ネットワークの構
築/拡大にあたって，これらのそれぞれへの対応を行った。
まず，① の疾患に対しての漠然とした不安や，② の感染
対策に対しては，出張研修や学会でのセミナー等におい
て，HIVの基礎知識の周知，および感染予防ガイドライ
ンの内容の周知を行った。すなわち，HIVは HBVや HCV
と比べて感染力がきわめて弱いため，HIV感染者の透析に
あたっては HBVや HCVのような特別な対応は必要なく，
非感染者とほぼ同様に標準予防策に従えばよいことが，日
本透析医会の作成した「透析施設における標準的な透析操
作と感染予防に関するガイドライン（四訂版）」14） において
も明記されていることを周知した。③ の曝露時予防薬に
関しては，抗 HIV薬が配置されている近隣の施設を紹介
したり，数カ所の調剤薬局と交渉して抗 HIV薬を 1回分
ずつ小分けで購入できる体制を構築した。これまでは，曝
露時予防薬はボトル単位でしか購入できず高額な費用を要
したために，曝露時予防薬を自施設で準備することは困難
であったが，1回分であれば 7千円程度の費用負担で済む
ため，実際この体制を用いて自施設負担で曝露時予防薬を
数日分準備する施設が増えてきている。④ の HIVに関し
て問題が生じた際の対応に関しては，当院では 365日 24
時間体制で，曝露時の対応等の医療機関からの HIVに関
する相談を受け付けていることを周知した。さらに，ネッ
トワーク参加施設に対して，定期的にニュースレターを配
布して HIV感染症関連の最新の情報提供を行うとともに，
ネットワーク参加施設の窓口となる担当者の変更がないか
などの確認も行っている。また，ニュースレターには，実
際に HIV感染者の透析を受け入れた施設へのアンケート
結果も記載し，一般クリニックでも問題なく HIV感染者
の透析が可能であることを提示している。透析施設の中に
は，HIV感染者の透析を受け入れることによる風評被害
を懸念する施設もみられたため，本ネットワーク登録施設
のリストは，非公開として当院が管理し，患者紹介が必要
な際にのみ活用することとした。
　今回の検討で，本ネットワークの拡大に最も効果的だっ
たのは行政からの通知であった。透析ネットワークの登録
施設数が伸び悩んでいることを北海道保健福祉部の担当者
に伝え，行政の協力を要請したところ，行政から各透析施
設に対してネットワーク登録要請の通知文を配布すること
になった。北海道保健福祉部長からの通知という形で配布
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された文面には，「HIVに対する偏見のため，施設から受
け入れを断られるケースがあります」と記載されており，
HIV感染者の受け入れを断るのは偏見であるということ
が明記されていたことが，その後多数の登録が得られた要
因の 1つになっていると考えられた。このように行政の協
力を得るためには，日頃から行政と緊密な連携をとってお
くことが重要と考えられた。
　また，前述した出張研修は，「北海道のエイズ診療向上
に関する調査研究」として，行政（北海道）からの受託研
究の一環として行っているものであり，北海道内の医療機
関や社会福祉施設などを対象として，毎年度行政から約
18,000の施設に案内が配布され，希望する施設に当院から
スタッフが出向いて行う研修である（http://hok-hiv.com/
for-medic/business-travel-training/）。この出張研修は，平成
23年 11月から開催しており，年間 20～30回，平成 29年
度までに通算 153回開催している。出張研修では，HIV
感染症に対する偏見をなくすための基礎知識の周知や，曝
露時の対応などについて約 1時間の研修を行っている。こ
れまで出張研修を行った施設のうち，透析設備のある施設
は 35施設であったが，そのうち 15施設からの登録が得ら
れている。研修後にその場でネットワークに登録してくれ
た透析施設もあり，透析ネットワークの拡大に対して一定
の効果が得られたものと考えている。しかしながら，広大
な北海道という地域性を考慮すると，登録施設数は十分と
はいえず，今後さらなるネットワークの拡大が必要と考え
られる。
　北海道 HIV透析ネットワークの有効性の検討において
は，まだ症例数は少ないものの，透析ネットワーク構築後
は速やかに透析施設を確保できるようになり，透析施設ま
での距離も短縮されていたことから，このような体制を整
えておくことは，患者・医療従事者双方に大きな利点があ
ると考えられた。
　北海道では，他にも 2009年に「北海道 HIV歯科医療
ネットワーク」15），2014年に「北海道 HIV福祉サービス
ネットワーク」16） と，HIV感染者の診療/福祉サービスに係
わるネットワークを構築しており，これらのネットワーク
に関しても透析ネットワークと同様に，登録施設への HIV
感染者の紹介はスムーズに行えるようになっている。しか
しながら，本来はどの施設でも HIV感染者の透析/歯科診
療/福祉サービス提供などは可能なはずであり，「HIV感染
者はネットワーク登録施設に任せておけば良い」という風
潮にならないように留意する必要がある。将来的には，い
かなる施設においても躊躇なく HIV感染者の受け入れが
可能となり，本ネットワークを解消することが最終的な目
標である。

ま　と　め

　HIV透析ネットワークの構築/拡大のためには，関連学
会の理事など上層部の理解を得ること，基礎知識の周知や
曝露時予防薬の配置など周囲の環境を整えること，困った
ときのバックアップがあることを伝えること，行政の協力
を得ることなどが重要と考えられた。また，ネットワーク
構築後，透析施設の確保が容易になり，患者負担も軽く
なったことから，その有効性が確認された。
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　Background : The prolonged survival and increased age of HIV-infected patients have been 
accompanied by an increased incidence of chronic kidney disease (CKD).  The number of HIV-
infected patients who require maintenance dialysis is expected to increase in the future.  
However, it is not easy to find dialysis facilities that accept HIV-infected patients. In April 2013, 
we established the ＂Hokkaido HIV Dialysis Network＂ in cooperation with the Hokkaido Society 
Dialysis Therapy to find dialysis facilities located within areas in which HIV-infected patients 
reside.  The aim of this study was to evaluate the effects of our activities for establishment and 
expansion of the ＂Hokkaido HIV Dialysis Network＂ and to assess its efficacy.
　Subjectives and Methods : We sent a registration request form to 161 dialysis facilities in 
Hokkaido that belonged to the Hokkaido Society Dialysis Therapy.  We then tried to expand the 
network through seminars at dialysis society conferences, on-site lectures at the dialysis facilities, 
and through notification from the prefectural government.  We also distributed a questionnaire 
survey about HIV-infected patients who have required maintenance dialysis since 2000 to AIDS 
core hospitals in Hokkaido.  We compared the length of time required to find dialysis facilities, 
and the time required to travel to the dialysis facilities from the patient＇s home before and after 
the establishment of the network.
　Results : Forty-two dialysis facilities had enrolled in the network by the end of December 
2017.  Notification from the prefectural government was the factor that had the greatest influence 
on the increased registration of dialysis facilities in the network.  Four HIV-infected patients 
required maintenance dialysis before the establishment of the network, and four HIV-infected 
patients required maintenance dialysis after the establishment of the network.  Both the time 
required to find dialysis facilities and the time required to travel to dialysis facilities from the 
patient＇s home were shortened after the establishment of the network.
　Discussion : Cooperation with the Hokkaido Society Dialysis Therapy and the prefectural 
government was extremely effective for establishing and expanding the dialysis network.  It also 
seemed to be important for promoting the acceptance of HIV-infected patients, imparting basic 
knowledge on HIV infection, promoting the preparation of anti-retroviral drugs for post exposure 
prophylaxis, and providing contact information for when problems occur. 

Key words : HIV-infected patients, chronic kidney disease (CKD), dialysis, network
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